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（令和６年度第５回沖縄県環境影響評価審査会資料）  

 

 

 

○  普天間飛行場代替施設建設事業に係る事後調査報告書につい

て  

 

(1) 事業概要 ･･･････････････････････････････････････ １ 

(2) 環境影響評価手続の状況  ･････････････････････････ ４ 
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《普天間飛行場代替施設建設事業の概要》 

 

１ 事業概要 

 (1) 対象事業の名称  普天間飛行場代替施設建設事業 

 (2) 事業者の名称   沖縄防衛局 局長 伊藤 晋哉 

 (3) 事業目的  

    本事業は辺野古崎とこれに隣接する大浦湾と辺野古湾に一部埋立てにより普天間飛行場代

替施設を整備し、同飛行場の移設・返還を進めることを目的とする。 

 (4) 事業の種類及び規模 

法・条例の区分 事業の種類 規  模 

条例対象事業 飛行場の設置の事業 滑走路長：1,200ｍ（2本）※ 

法対象事業 

（第一種事業） 
公有水面の埋立ての事業 埋立面積：約 155ha※2 

    ※ 飛行場区域の面積は、陸上部・埋立部を併せて約 205ha 

 

 (5) 対象事業実施区域  名護市辺野古沿岸域 

 (6) 航空機の種類    回転翼機：CH-53、UH-1、AH-1 

              ティルトローター機：MV-22 

              短距離離発着機：C-35、C-12 

              他の飛行場からの飛来機：C-20 等 

 (7) 埋立土量 

 

（出典：令和２年４月 21 日付け埋立地用途変更設計概要変更承認申請書の添付図書-4 環境保全に関し講じる

措置を記載した図書） 
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２ 経緯 

 (1) 位置選定の経緯 

  ア 平成8年 12月 2日のＳＡＣＯ最終報告で普天間飛行場の返還及び代替施設として海上基地

を建設すること等を決定した。 

  イ 平成 17年 10 月 29 日の日米安全保障協議委員会（以下、「同委員会」という）において、

普天間飛行場の代替施設をキャンプ・シュワブの海岸線の区域とこれに近接する大浦湾を結

ぶ L 字型に設置する案が承認された。 

  ウ 平成 18年 5月 1 日の同委員会において、周辺地域上空の飛行ルートを回避してほしいとの

地元要望を踏まえ、辺野古崎とこれに隣接する大浦湾と辺野古湾の水域を結ぶ形で設置し、2

本の滑走路を V字型に配置することが承認された。 

  エ 平成 21年 9月 16 日、民主党鳩山内閣が発足。新たな移設先について再検討を開始。 

  オ 平成 22 年 5 月 28 日の同委員会において、普天間飛行場代替施設をキャンプ・シュワブ辺

野古崎地区及びこれに隣接する水域に設置することが再確認された。 

  カ 平成 23年 6月 21 日の同委員会において、代替施設を海面の埋立てを主要な工法として、V

字型に配置される 2 本の滑走路を有するものとすることが決定された。 

 

 (2) 環境影響評価の手続の経緯 

○方法書手続 

平成19年８月７日  方法書の県への送付 

12月21日  方法書（飛行場事業）に対する知事意見 

12月20日  配置案の決定・公表 

平成20年 1月21日  方法書（埋立事業）に対する知事意見 

 

○準備書手続 

平成21年４月１日  準備書の県への送付 

10月13日  準備書に対する知事意見 

 

○評価書手続 

平成23年12月28日  評価書の県への送付 

平成24年２月20日  評価書（飛行場事業）についての知事意見 

３月27日  評価書（埋立事業）についての免許権者としての知事意見 

 

平成24年12月18日  補正評価書の県への送付 

12月27日  補正評価書の公告・縦覧（～平成25年１月29日） 

 

平成26年６月30日  工事着手届（飛行場事業）の送付 

平成27年10月28日  工事着手届（埋立事業）の送付 

 

○事後調査報告書手続 

【工事中・工事前】 

（平成26～28年度 事後調査報告書） 

平成29年10月24日  「平成26、27年度事後調査報告書」、「平成28年度事後調査報告書」

等の県への送付 

平成30年７月６日  事後調査報告書等に対する環境保全措置要求の提出 
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（平成29年度 事後調査報告書） 

平成30年９月28日  「平成29年度事後調査報告書」等の県への送付 

令和元年８月６日  事後調査報告書等に対する環境保全措置要求の提出 

 

（平成30年度、令和元年年度 事後調査報告書） 

令和元年９月30日  「平成30年度事後調査報告書」等の県への送付 

令和２年９月30日  「令和元年年度事後調査報告書」等の県への送付 

令和３年９月29日  事後調査報告書等に対する環境保全措置要求の提出 

 

（令和２年年度 事後調査報告書） 

令和３年９月30日  「令和２年年度事後調査報告書」等の県への送付 

令和４年３月31日  事後調査報告書等に対する環境保全措置要求の提出 

 

（令和３年年度 事後調査報告書） 

令和４年９月30日  「令和３年年度事後調査報告書」等の県への送付 

令和５年２月22日  事後調査報告書等に対する環境保全措置要求の提出 

 

（令和４年年度 事後調査報告書） 

令和５年９月29日  「令和４年年度事後調査報告書」等の県への送付 

令和６年２月22日  事後調査報告書等に対する環境保全措置要求の提出 

 

（令和５年年度 事後調査報告書） 

令和６年９月30日  「令和５年年度事後調査報告書」等の県への送付 

10月１日  沖縄県環境影響評価審査会への諮問 

11月14日  沖縄県環境影響評価審査会による現地確認 

令和７年３月４日  沖縄県環境影響評価審査会で答申案の審議 
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